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平成16年度の税制改正により中小企業投資促進税制の見直しが行われ

たと聞きましたが、どのような点について改正があったのでしょうか。

この制度は、青色申告書を提出する中小企業者等（措置法42の２uに規定す

る中小企業者に該当する法人及び協同組合等をいう）が、平成16年３月31日ま

での指定期間内に、特定機械装置等の取得又は製作をして事業の用に供した場合には、

取得価額の30％の特別償却と取得価額の７％の税額控除（当期の法人税額の20％相当

額を限度とし、控除限度超過額については、１年間の繰越しを認める）との選択適用を

認める制度である（措置法42の６）。

ただし、協同組合等を除く資本金3,000万円超の法人については、特別償却のみの適

用を認め、税額控除も適用を認めていない。

なお、一定のリース資産についても、税額控除も適用が認められるが、リース期間

が５年以上で、かつ、その機械装置等の法定耐用年数を超えないものである等の要件の

下で、リース費用総額の60％相当額について、７％の税額控除が認められる。

＜特定機械装置等の範囲＞

平成16年度税制改正においては、この制度の特定機械装置の範囲について次のよう

な改正が行われた。

a 機械装置

１台又は１基の取得価額が160万円以上のもの、リース資産の場合にはリース

費用の総額が210万円以上のもの（改正なし）

s 事務処理の能率化に資する電子計算機等９種類の器具及び備品
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１台又は１基の取得価額が120万円（改正前100万円）以上のもの、リース資産

の場合にはリース費用の総額が160万円（改正前140万円）以上のもの

d 貨物の運送の用に供される普通自動車

車両総重量が3.5トン以上のもの（改正なし）

＜適用関係＞

この制度の適用期限を平成18年３月31日まで２年延長し、特定装置等の範囲にか

かる改正は、平成16年４月１日以後に取得若しくは製作又はリースする器具及び備

品について適用する。

スポットＮＥＷＳ

全国大会決議の実現を訴え、強力な要請活動を展開
－全国中央会－

11月18日（木）、全国中央会の石川会長（大阪府中央会会長）、宮川副会長（山
梨県中央会会長）、佐々木副会長（愛知県中央会会長）、渡辺常任理事（北海道中
央会会長）が、自由民主党本部において、同党の武部勤幹事長、久間章生総務会
長に直接面談の上、「第56回中小企業団体全国大会」において採択された決議を
手渡し、決議事項の実現、特に、（１）適時・適切な景気対策を実施すべきこと、
（２）国が責任を持って実施することが不可欠な中小企業施策における助成措置
としての中小企業補助金、とりわけ、小規模企業等活性化補助金が創業・経営革
新支援など我が国経済活性化のために必要不可欠な政策であり、中小企業者がど
の地域にいても支援を受けられることを保障するものであることから、都道府県
向け国庫補助金を廃止するべきではなく、さらに抜本的な拡充を図るべきこと、
（３）中小企業連携組織対策を中小企業政策の重要な柱として位置付けを強化し、
国庫補助金を維持・拡充するとともに、同対策を担う中小企業団体中央会の指導
体制の整備に万全を期するべきである旨の要請書を手渡し、その実現を強く訴え
た。
また、これに先立ち、自由民主党甘利明中小企業調査会長、望月義夫経済産業

部会長、望月晴文中小企業庁長官、西村雅夫同庁次長及び北川隆文同庁経営支援
部創業連携推進課長に直接面談の上、全国大会決議及び要請書を手渡し、その実
現を強く訴えた。
さらに、同日夕刻から、本会の大久保常任理事（埼玉県中央会会長）が加わり、

衆議院第一議員会館内会議室において、「全国中央会と公明党との要請懇談会」
を開催し、同党から出席した冬柴鐵三幹事長、井上義久政調会長、坂口力税務調
査会長、松あきら経済産業部会長以下多数の国会議員に対し、全国大会決議及び
要請書を席上配布し、その実現を強く訴えた。


